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03
七十七グループの

価値向上
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財務目標の進捗状況

トップラインの増加等により当期純利益は過去最高を更新、ROEは5％超に上昇

「Vision 2030」における「なりたい姿」

2021年度
実績

2022年度
実績

2023年度
実績

2024年度
予想

2030年度
なりたい姿

当期純利益
（連結）

ROE
（連結）

7％以上
●

自己資本比率
（連結） 10％程度

（10.0%～10.5％）

コアOHR 40％以下
●

222億円 251億円
298億円 330億円

10.27% 11.23% 11.15％ 10.50%

58.22% 56.55% 52.18％
49.05%

4.33%
4.92% 5.38% 5.44%

450億円
●



七十七銀行 |  2023年度 19

PBR向上に向けたアプローチ

PBR向上に向け、収益力の強化、採算性の向上を通じ資本効率を高めていく

資本収益性の向上①

ＲＯＲＡ
改善

ＲＯＥ
向上

当期純利益

当期純利益 リスクアセット

ＰＢＲ
向上

純資産

時価総額
財務レバレッジ
コントロール

純資産 リスクアセット

純資産

ＰＥＲ
向上

時価総額

当期純利益

×

×

収益力の強化（P21、P22）
✔RORAを意識した

貸出金の増強
✔フィービジネスの強化
✔有価証券運用の強化

取組内容 「Vision 2030」
財務目標等

コストコントロール（P21）
✔物件費・人件費の最適化
✔与信関係費用の適正化

リスクアセットへの対応（P22）
✔リスク資産の収益性向上

資本の最適配分（P23～P25）
✔成長投資への資源配分
✔政策保有株式の縮減

株主還元の充実（P26）
✔累進的配当の実施
✔配当性向の向上
✔機動的な

自己株式取得の実施

ROE
（連結）
7％以上

当期純利益
（連結）
450億円

コアOHR
40％以下

自己資本比率
（連結）
10％程度

（10.0%～10.5％）

政策保有株式
対純資産比率

（連結）
10％未満

（2025年3月末）

配当性向
（連結）
35％以上

（2026年3月末）

※自己資本比率の逆数

成長戦略の実行

IR活動の充実
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収益性の向上、自己資本の適切なコントロールを図りながら、資本効率を意識した経営を実施

資本収益性の向上②

ROE（連結）の推移

4.33%

4.92%
5.38% 5.44%

4.00%

6.00%

8.00%

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

予想

2030年度

なりたい姿

資本コスト水準
（6%～7％）

7%以上

222
251

298
330

450

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
予想

2030年度
なりたい姿

当期純利益（連結）の推移

計画期間中の自己資本比率（連結）の運用レンジ

9.5％

10.5％

計画期間中の
運用レンジ

株主還元：積極的
リスクアセット：積極的活用

株主還元：株主還元方針を
踏まえた維持・
コントロール

リスクアセット：レンジ範囲内での
コントロール

株主還元：抑制的
リスクアセット：抑制的運用

10.0％

（単位：億円）

PBRの推移

0.22
0.31

0.51 0.58

0.0

0.5

1.0

1.5

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

（単位：倍）

5/20時点

1倍超
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2023年度
実績

計画公表時点
（2023年11月）

2030年度
なりたい姿

21

「Vision 2030」に掲げる施策を通じ、収益力の強化を図る

収益力の強化・コストコントロール

当期純利益（連結）の増益イメージ

当期純利益
（連結）
298億円

コアOHR
52.18％

与信費用
(37億円)

160億円

事業環境の変化を
踏まえた運用強化貸出金利息

法人関連手数料
預り資産関連手数料

グループ会社
新事業・新分野

事務レス・効率化
経費削減
DX投資

人的資本投資

による土台の強化

個人の成長・組織力の強化を通じ、次のステージへ！

顧客満足度
ナンバーワン戦略

生産性倍増戦略

65億円

収益源泉の多様化・拡充
円貨債券ポートフォリオの再構築 等

90億円

▲35億円

▲100億円

与信関係費用

税金等

当期純利益
（連結）
270億円

コアOHR
54.53％

与信費用
(15億円)

当期純利益
（連結）
450億円

コアOHR
40％以下

与信費用
(50億円)

地域成長
戦略

企業文化改革
戦略
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 収益拡大と利回り改善によるトップラインの引上げ

 採算把握シートの活用による顧客別・案件別採算向上

 金利上昇を踏まえた適切な貸出金利の設定

 コンサルティングを通じた非金利収益の増強

 リスク管理を含めた取組領域の拡大・収益多様化（SF）

22

RORAを意識した貸出金の増強によりリスクアセット収益の向上を図る

リスクアセットへの対応

トップラインRORA・OHRの水準

宮城県内、東北地域等

東名阪

ストラクチャード・
ファイナンス

消費者ローン

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

5%15%25%35%

ト
ッ
プ
ラ
イ
ン
Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ａ

OHR

実線：2022年度実績
破線：目指す方向性
※バブルの大きさ：業務粗利益

※1．トップラインRORA＝収支÷リスクアセット
※2．収支：貸出金利息＋役務収益（与信関係手数料）－調達コスト
※3．リスクアセット：貸出金に対するリスクアセット（空枠を含む）
※4．OHR＝経費÷業務粗利益
※5．経費：業務別の原価計算により配賦（営業店・本部人員の各業務への従事割合等、

本部管理経費等は考慮せず）
※6．業務粗利益：収支（※2）+その他役務利益（ローン費用等）

事業性貸出

消費者ローン

 総合取引と業務効率化によるOHR改善

 金利上昇を踏まえた適切な貸出金利の設定

 クロスセルを通じた非金利収益の増強

 非対面取引の拡充等による経費低減

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
強
化
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資本の最適配分①

半導体関連

成長投資

✔JSMCの進出
✔サプライヤー企業への波及
✔住環境、街づくりへの支援

地域開発プロジェクト サステナビリティ・脱炭素

23

新事業・新分野 DX 人的資本

✔ナノテラスの稼働
✔せんだい都心再構築プロジェクトの進展
✔企業誘致の推進

✔当行のカーボンニュートラル実現
✔取引先の脱炭素支援
✔サステナブルファイナンスの強化

✔地域課題の解決
✔事業領域の拡大

✔銀行ビジネスのデジタル改革
✔非対面チャネルの強化
✔新規ビジネスの創発

✔専門人材の育成
✔人材ポートフォリオの構成
✔タレントマネジメントの導入

持続的な成長を意識し各ステークホルダーへ適切な利益の再配分を実施

キャピタルアロケーションの考え方

利益の再分配

健全性の維持

自己資本比率の維持

✔適正水準の維持
✔RORAを意識した経営

株主価値の向上

✔累進的配当
✔機動的な自己株式取得

株主還元の充実
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2022年度 2023年度 2024年度

予想

2030年度

なりたい姿

24

自己資本比率の維持に向け、適切なコントロールを実施

資本の最適配分②

✔自己資本比率目標設定の背景
東日本大震災の影響（自己資本

比率が約1.6％低下）を踏まえ、
非常時に地域を支えるためには相応の
自己資本比率を確保しておく必要が
あり、2030年度の目標を10％程度
（10.0％～10.5％）として設定

自己資本比率（連結）の維持

当期純利益

+0.70

株主還元

▲0.21

リスクアセット

増加等

▲0.57

自己資本比率

11.23％ 自己資本比率

11.15％

自己資本比率

10％程度

（10.0%～10.5％）

バーゼルⅢ最終化
完全実施後
10.08％

バーゼルⅢ最終化
完全実施後

9.71％

●

●

●

バーゼルⅢ最終化
完全実施後
10.03％

自己資本比率

10.50％

当期純利益

株主還元

リスクアセット

増加等
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295

233 219
200 185

198

172
167

162
156

2015年3月末 2021年3月末 2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

17.4%

14.0%
13.2%

11.3%
10.4%

25

継続的な縮減を進め、今年度中に対連結純資産比率を10％未満へ

資本の最適配分③

対連結純資産比率
（時価ベース）

銘柄数

政策保有株式
（簿価ベース）

10%未満

（単位：先、億円）政策保有株式の縮減
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70.0 

70.0 

50

67.5

90

122.5

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
予定

2024年度
予想

2025年度
目標

26

配当性向の引上げを図るとともに、機動的な自己株式取得を継続検討

株主還元の充実

銀行業としての公共的性格と経営の健全性維持等を考慮し、財務基盤の強化を前提として、累進的配当により、

親会社株主に帰属する当期純利益に対する配当性向を2025年度までに35%以上に引き上げるとともに、機動的な

自己株式取得により、株主利益と資本収益性の向上を目指していく。

1株当たり
年間配当金

配当性向
（連結）

配当金総額 37億円 50億円 67億円 92億円 105億円 ー

当期純利益
（連結）

165億円 222億円 251億円 298億円 330億円 350億円

（単位：円）

22.4% 22.4%
26.5%

30.4% 31.4%

35％以上

株主還元方針（2023年11月見直し）

中間

期末




